
 

令和５年度青森市ＬＰガス料金高騰対策事業支援金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、ＬＰガス料金高騰の影響を受けている市内一般家庭等の負担軽減のため、ＬＰガス

使用料の減額事業（以下、「支援事業」という。）を行う販売事業者に対して、当該年度の予算の範囲内

で支援金を交付することにより、もってＬＰガス販売事業者の経営及び市民生活の安定に資することを

目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語は、当該各号に定めるところによる。 

 （１） ＬＰガス 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年法律第１４

９号。以下「液化石油ガス法」という。）第２条第１項に規定する液化石油ガスをいう。 

 （２） ＬＰガス販売事業者 液化石油ガス法第３条第１項の規定により知事の登録を受けた者及びガ

ス事業法（昭和２９年法律第５１号）第３条の規定により経済産業大臣の登録を受けた者をいう。 

 （３） 一般家庭等 液化石油ガス法第２条第２項に規定する一般消費者等のうち、家庭用としてＬＰ

ガスの供給を受ける者であって、市内に住所を有するものをいう。 

 

（支援金の交付対象者） 

第３条 支援金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、契約する全ての一般家庭等に対

して、令和５年８月分又は同年９月分のＬＰガス使用料の減額を行い、及び当該減額を行った事実を明

示することができるＬＰガス販売事業者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 青森市暴力団排除条例（平成２３年青森市条例第３３号）第２条第２号に規定する暴力団員又

は暴力団員と社会的に非難されるべき関係にある者でないこと。 

（２） 前号に掲げるもののほか、支援金の目的に照らして適当でないと市長が認めた者でないこと。 

 

（支援対象経費及び支援金の額） 

第４条 支援金の交付の対象となる経費（以下「支援対象経費」という。）は、交付対象者が行う一般家庭

等に対するＬＰガス使用料の減額に係る次の表に掲げる経費とし、支援金の額は、同表に定める額とす

る。 

支援対象経費 支援金の額 

令和５年８月分又は同年９月分のいずれか

１月分のＬＰガス使用料の減額に要する経

費 

１，０００円に当該ＬＰガス販売事業者が契約する一般

家庭等との契約件数を乗じて得た額 

ＬＰガス使用料の減額を行うための事務に

要する経費 

１ＬＰガス販売事業者当たり２万円（当該事業者が市内

に支店、営業所等を有する場合にあっては、当該支店、



 

営業所等の数に１万円を乗じて得た額を加算した額） 

 

（支援金の交付の申請） 

第５条 支援金の交付を受けようとする者は、令和５年８月３１日までに、令和５年度青森市ＬＰガス料

金高騰対策事業支援金交付申請書兼誓約事項同意書を市長に申請しなければならない。 

 

（支援金の交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類を審査し、支援金の交付の

可否を決定し、支援金を交付することと決定したときは、令和５年度青森市ＬＰガス料金高騰対策事業

支援金交付決定通知書により当該申請者に通知する。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 申請者は、前条の規定による支援金の交付の決定の通知を受けた場合において、当該通知に係る

支援金の交付の決定の内容に不服があるときは、当該通知を受けた日から１０日以内に、令和５年度青

森市ＬＰガス料金高騰対策事業支援金取下書により申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る支援金の交付の決定は、なかったも

のとみなす。 

 

 （申請内容の変更等） 

第８条 支援金の交付の決定の通知を受けた者（以下「交付事業者」という。）は、事業内容を変更しよう

とするとき、又は支援事業を廃止しようとするときは、変更又は廃止の理由の生じた日から３０日以内

に、令和５年度青森市ＬＰガス料金高騰対策事業支援金変更等承認申請書を市長に提出し、その承認を

受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第９条 交付事業者は、支援事業が完了（廃止した場合を含む。）したときは、令和５年度青森市ＬＰガス

料金高騰対策事業支援金実績報告書に次に掲げる書類を添えて速やかに市長に提出しなければならない。 

 （１） 減額を行った対象契約一覧 

 （２） その他市長が必要と認める書類 

 

（支援金の額の確定及び交付） 

第１０条 市長は、前条の規定による報告書等の提出を受けた場合においては、当該報告書等の書類の審

査及び必要に応じて行う実地調査等により、交付すべき支援金の額を確定し、令和５年度青森市ＬＰガ

ス料金高騰対策事業支援金交付額確定通知書により当該交付事業者に通知するものとする。 

２ 支援金は、前項の規定により支援金の額を確定した後に交付するものとする。 

 



 

 （支援事業の経理等） 

第１１条 交付事業者は、支援事業の経費については、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経理と明確

に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 交付事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を支援事業の完了（廃止の承認を受けた場合も含む。）の日の

属する年度の終了後５年間、市長の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなけ

ればならない。 

 

（取扱方法） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付については、青森市補助金等の交付に関する規則

（平成１７年青森市規則第６２号）の定めるところによる。 

 

   附 則 

（実施期日） 

 この要綱は、令和５年７月２１日から実施する。 


